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  派遣元事業主は、派遣先がその指揮命令の下に当該派遣元事業主が雇用する派遣労働者を労働させる

に当たって、派遣法及び関係法令に違反することがないよう、その他当該派遣就業が適正に行われるよう

に、必要な措置を講じる等適切な配慮をしなければなりません（派遣法 31）。 

具体的には、派遣元指針（第２の５）において、次のように示されています。 

  「派遣元事業主は、派遣先を定期的に巡回すること等により、派遣労働者の就業の状況が労働者派遣契

約の定めに反していないことの確認等を行うとともに、派遣労働者の適正な派遣就業の確保のために、き

め細かな情報提供を行う等により、派遣先との連絡調整を的確に行うこと。特に、労働基準法第 36 条

第１項の時間外及び休日の労働に関する協定の内容等派遣労働者の労働時間の枠組みについては、情報

提供を行う等により、派遣先との連絡調整を的確に行うこと。なお、同項の協定の締結に当たり、労働者

の過半数を代表する者の選出を行う場合には、労働基準法施行規則第６条の２の規定に基づき、適正に行

うこと。また、派遣元事業主は、割増賃金等の計算に当たり、その雇用する派遣労働者の実際の労働時間

等について、派遣先に情報提供を求めること。」 

  「適切な配慮」の内容は、具体的には、例えば、次のようなものです。 

  ① 法違反の是正を派遣先に要請すること。 

② 法違反を行う派遣先に対する労働者派遣を停止し、又はその派遣先との間の労働者派遣契約を 

解除すること。 

  ③ 派遣先に適用される法令の規定を習得すること。 

  ④ 派遣元責任者に派遣先の事業所を巡回させ、法違反がないよう事前にチェックすること。 

⑤ 派遣先との密接な連携の下に、派遣先において発生した派遣就業に関する問題について迅速かつ

的確に解決を図ること。 

■点検項目 26関係 （派遣先との連絡体制） 

 


